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            主          文 

 １ 原告ら及び参加人らの請求をいずれも棄却する。 

 ２ 訴訟費用は原告ら及び参加人らの負担とする。 

            事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 被告は，Ａに対し，５億２６６３万６０００円の支払を請求せよ。 

２ 被告がＡに対し５億２６６３万６０００円の請求をすることを怠る事実が違

法であることを確認する。 

第２ 事案の概要 

 本件は，大阪市の住民である原告ら及び参加人らが，大阪市長であるＡ（以

下「Ａ市長」という。）が大阪市議会の反対を封じて自らの政策を強行する手

段として，大阪市長を退職し，大阪市長選挙（以下「本件選挙」という。）を

実施させ，自ら本件選挙に立候補するとともに，大阪市に５億２６６３万６０

００円の支出をさせたことが違法であると主張して，大阪市の執行機関である

被告がＡ個人に対する損害賠償請求権の行使を怠ることが違法であることを

確認するとともに，被告に対し，Ａ個人に対して損害賠償請求をするよう求め

る住民訴訟である。 

１ 法令の定め等 

(1) 地方自治法２条１４項は，地方公共団体は，その事務を処理するに当た

っては，住民の福祉の増進に努めるとともに，最少の経費で最大の効果を挙

げるようにしなければならない旨を定める。 

(2) 地方財政法４条１項は，地方公共団体の経費はその目的を達成するため

の必要かつ最少の限度を超えて支出してはならない旨を，同法８条は，地方

公共団体の財産はその所有の目的に応じて最も効率的に運用しなければな

らない旨をそれぞれ定める。 

(3) 普通地方公共団体の長の選挙に関する法令等の定め 
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ア 地方自治法１４５条本文は，普通地方公共団体の長は，退職しようとす

るときは，市町村長にあってはその退職しようとする日の２０日前までに，

当該普通地方公共団体の議会の議長に申し出なければならない旨を，同条

但書は，議会の同意を得たときは，上記期日前に退職することができる旨

をそれぞれ定める。 

イ 公職選挙法１１１条１項４号は，地方公共団体の長について，その退職

の申立てがあった場合には，申立ての日から５日以内に地方公共団体の議

会の議長から，当該都道府県又は市町村の選挙管理委員会にその旨を通知

しなければならない旨を定める。 

  ウ 公職選挙法１１４条本文は，地方公共団体の長の退職の申立てがあった

ことにつき，同法１１１条１項４号の規定による通知を受けた場合におい

て，当該選挙に関する事務を管理する選挙管理委員会は，選挙の期日を告

示し，選挙を行わせなければならない旨を定める。 

  エ 公職選挙法３４条１項本文は，地方公共団体の長の再選挙又は補欠選挙

（同法１１４条の規定による選挙を含む。）は，これを行うべき事由が生

じた日から５０日以内に行う旨を定める。 

オ 公職選挙法２６４条１項及び３項は，地方公共団体の長の選挙に関する

これら各項に掲げる費用について，当該地方公共団体の負担とする旨を定

める。 

２ 前提事実（当事者間に争いがない事実（争うことを明らかにしない事実を含

む。）のほか各項掲記の証拠等により容易に認められる事実等） 

  (1) 当事者等 

ア 原告ら及び参加人らは，大阪市の住民である。 

イ 被告は，普通地方公共団体である大阪市の執行機関であり，損害賠償金

の支払を請求する権限を有する行政庁である。 

   ウ Ａは，平成２３年１１月に大阪市長選挙に当選して大阪市長を務め，平
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成２６年２月２７日にいったん大阪市長を退職した（後記エ参照）もの

の，同年３月に実施された本件選挙において大阪市長に再選し（後記カ

参照），以後，現在まで，大阪市長の職にある者である（乙２の１１）。 

  (2) 本件選挙に至る経過について 

   ア Ａは，平成２６年２月７日，大阪市議会議長に退職の申出をした。 

   イ 上記アの退職の申出について，平成２６年２月７日，大阪市議会議長か

ら大阪市選挙管理委員会に通知があり，同委員会はこれを受領した（甲１

ないし１３）。 

   ウ 大阪市選挙管理委員会は，平成２６年２月８日，上記イの通知をうけ，

選挙の期日を，同年３月２３日と決定した（甲１ないし１３）。 

   エ Ａは，上記アの退職の申出をした日から２０日後である平成２６年２月

２７日，大阪市議会の同意が得られないまま，退職した。 

   オ 大阪市選挙管理委員会は，平成２６年３月９日，本件選挙につき，選挙

期日を告示したところ，Ａは本件選挙に立候補した（他に３名が立候補し

た。）（甲１ないし１３）。 

   カ 平成２６年３月２３日，本件選挙が実施されて，即日開票され，同月２

４日，Ａの当選が告示された（甲１ないし１３）。 

  (3) 本件選挙に関する補正予算及び決算 

   ア 平成２６年２月１２日，大阪市の行政委員会事務局長は，本件選挙のた

めの補正予算として，６億３２２７万７０００円を計上する旨の決裁を行

い，財務局へ提出した（甲１ないし１３）。 

   イ 平成２６年２月２８日，補正予算が大阪市議会本会議に上程され，本件

選挙のための補正予算が可決された（甲１ないし１３）。 

   ウ 平成２６年３月３１日，大阪市は，補正予算のうち，本件選挙に係る費

用を５億２６６３万５６１９円として決算額の算出を行った（甲１ないし

１３，弁論の全趣旨）。 
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  (4) 監査請求 

   ア 甲事件原告らは，平成２６年４月１７日，Ａが市長選挙を強行したこと

に伴う大阪市の公金の支出が違法，不当な支出であり，同人に対する損害

賠償請求権の行使を怠ることが違法であると主張して，その確認を求める

とともに，大阪市監査委員に損害賠償請求を行うよう求める住民監査請求

をした（甲１ないし３，乙１の１，１の３ないし１の５）。 

   イ 乙事件原告らは，平成２６年５月７日，Ａの違法，不当な退職という不

法行為により，市長選挙のためにされた公金の支出を放置することは財産

管理を怠る事実となるとして，同人に対する損害賠償請求を行う等の損害

を補填する必要な措置を講ずることを求める住民監査請求をした（甲４な

いし９，乙２の１ないし２の１０）。 

ウ 大阪市監査委員は，平成２６年６月１２日，上記ア及びイの各住民監査

請求をいずれも棄却し，その頃，その旨を甲事件原告ら及び乙事件原告ら

にそれぞれ通知した（甲１ないし９，弁論の全趣旨）。 

エ 参加人らは，平成２６年７月２５日，Ａが市長選挙を強行したことに伴

う大阪市の公金の支出が違法，不当な支出であるとして，大阪市監査委員

に対し，同人に対する損害賠償請求を行うことを求める住民監査請求をし

た（甲１０ないし１３，乙３の１ないし３の４）。 

   オ 大阪市監査委員は，平成２６年８月１２日，上記エの各住民監査請求を

いずれも棄却し，その頃，その旨を参加人らにそれぞれ通知した（甲１０

ないし１３）。 

(5) 本件訴えの提起等 

   ア 甲事件原告ら及び乙事件原告らは，平成２６年７月１４日，それぞれ訴

えを提起し，同年９月３日，甲事件の口頭弁論に乙事件の口頭弁論を併合

する決定がされた（顕著な事実）。 

イ 参加人らは，平成２６年９月１１日，甲事件に係る訴えにつき共同訴訟
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参加の申出をした（顕著な事実）。 

３ 争点及び当事者の主張 

(1) 本件各訴えの適法性 

  （原告ら及び参加人らの主張） 

    本件各訴えは，被告のＡに対する５億２６６３万６０００円の損害賠償請

求権の行使を怠る事実を財務会計上の行為とするものであって，適法である。 

（被告の主張） 

    本件各訴えは，選挙費用の支出の違法性を争うものではなく，Ａの退職行

為の違法性を争うものであることが明らかであるところ，退職行為は地方自

治法上の財務会計行為にあたるものではないから，このような一般行政行為

を住民訴訟の対象とする本件各訴えは不適法である。 

  (2) Ａによる不法行為 

  （原告ら及び参加人らの主張） 

ア Ａは，下記イに述べる違法，不当な目的をもって，大阪市長を退職し，

本件選挙を実施させ，自ら本件選挙に立候補するとともに，大阪市に多額

の支出をさせたものであり，こうした一連の行為は，最少の経費で最大の

効果をあげるようにしなければならないとする地方自治法２条１４項に違

反し，また，地方公共団体の経費は，その目的を達成するための必要かつ

最少の限度を超えてこれを支出してはならないとする地方財政法４条１項

に違反するものであるから，不法行為に該当する。 

イ(ｱ) 憲法９３条１項，地方自治法９６条以下からすれば，市政に関する決

定権を持つのは議会であるところ，仮にＡが大阪市長に再選されても，

同人の大阪都構想に反対する大阪市議会の決定権を覆すことはできない

のであるから，同人が退職し，選挙を実施することは法的には全く無意

味である。そうであるにもかかわらず，Ａは，無意味な選挙を実施して

も構わないという違法，不当な目的をもって，退職し，本件選挙を実施
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させた。 

(ｲ) 大阪都構想を協議する場である法定協議会（地方自治法２５２条の２

第１項（ただし，平成２６年法律第４２号による改正前のもの。以下同

じ。）及び大都市地域における特別区の設置に関する法律４条１項（ただ

し，平成２６年法律第４２号による改正前のもの。以下同じ。）に規定す

る特別区設置協議会のことをいう。以下同じ。）においては，委員の選任

は各会派の議員数の比率によって議会運営委員会で決められることが慣

例となっていたにもかかわらず，Ａは，自らの大阪都構想に反対する委

員を積極的に賛成する議員に入れ替えるという違法，不当な目的をもっ

て，退職し，本件選挙を実施させた。 

  Ａは，平成２６年１月３１日，大阪都構想を早急に実現するために同

人自らが提案した区割り案を法定協議会により反対多数で否決されたこ

とから，同年２月３日，大阪市長を退職することを表明した。Ａは，大

阪市長に再選した直後である同年３月２８日には，従来の慣例を無視し

て，法定協議会の委員の入れ替えを申し出ており，その後，実際に大阪

都構想に反対する委員を賛成する議員に入れ替え，法定協議会において，

大阪都構想の特別区設置協定書（地方自治法２５２条の２第１項及び大

都市地域における特別区の設置に関する法律４条１項に規定する特別区

の設置に関する協定書のことをいう。）を作成した。こうした経緯からす

れば，Ａが法定協議会の委員を自らの政策に賛成する議員に入れ替える

という違法，不当な目的で，大阪市長を退職し，本件選挙を実施させた

ことは明らかである。 

(ｳ) Ａは，事実と異なる大阪都構想の宣伝を行うという違法，不当な目的

をもって，退職し，本件選挙を実施させた。 

  Ａは，大阪市が現状維持ならば平成４５年までに約２３２３億円もの

赤字が生じるところ，大阪都構想の実現によって財政効果が得られると
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宣伝していたが，そもそも大阪市は財政危機の状況にあるわけではなく，

大阪都構想の実現によって財政効果が得られるという宣伝は事実に反す

る。このことは，本件選挙前から新聞等において指摘されていたところ

であるし，本件選挙後も，大阪都構想に財政効果がないことについては

追及が続けられ，Ａの財政効果に関する姿勢は後退するに至っている。

また，大阪都構想が実現した場合の再試算からも大阪都構想に財政効果

がないことが客観的に明らかになっている。 

（被告の主張） 

  地方自治法は市長の退職に関して制限する規定を置いておらず，本件選挙

の手続も公職選挙法に則って適法に行われたものである。原告ら及び参加人

らは，Ａが自らの政策実行の手段として退職し，本件選挙を実施させ，自ら

本件選挙に立候補するとともに，大阪市に多額の支出をさせた点が不法行為

にあたると主張しているが，同法２５９条の２は，地方公共団体の長と議会

との関係が円滑に進まない等の場合に地方公共団体の長が自発的に退職し

て住民に信を問うことを可能にするために設けられた規定であるから，政策

実行の手段として退職し，再立候補することも認められている。 

したがって，Ａの一連の行為に違法性がないことは明白である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（本件各訴えの適法性）について 

   地方自治法２４２条の２第１項に定める住民訴訟は，同法２４２条１項所定

の財務会計上の違法な行為又は怠る事実を対象とするものでなければならな

いところ，本件各訴えは，Ａが退職し，本件選挙を実施させ，自ら本件選挙に

立候補するとともに，大阪市に選挙費用として多額の公金を支出させた一連の

行為が不法行為に該当すると主張して，同人に対する民法７０９条に基づく損

害賠償請求権の行使を怠る事実を対象として，その違法を確認するとともに，

被告に対し，損害賠償請求権の行使を求めるものであるから，地方自治法２４
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２条の２第１項３号及び４号の訴えとして，いずれも適法な訴えである。 

 ２ 争点(2)（Ａによる不法行為）について 

(1) 憲法９３条及び地方自治法は，地方公共団体の組織として，住民の直接選

挙により選出される議員で構成される議決機関としての議会に加え，地方公

共団体の執行機関としての長を住民の直接選挙により選出することとして，

それぞれを直接民意に基礎を置く住民の代表機関として，その権限を分かち，

自主性を尊重しながら相互の間の均衡と調和を図ることにより地方政治を実

現することを保障しているものと解される。 

このように，我が国の地方自治制度においては，地方公共団体の長と議会

がともに住民による直接選挙によって選任され，それぞれ独立，対等な地位

において権限を行使することが予定されているから，両者の間に意見対立が

生じることも当然に想定されるところである。地方自治法も，第２編第７章

第２節第４款（１７６条ないし１８０条）において，地方公共団体の長と議

会の関係について規定している。もっとも，両者の間に上記のような意見の

対立が生じた場合の方策はこれら規定によるものに限られるものではなく，

地方公共団体の長及び議会が，いずれも民意に基礎を置くものであることに

鑑みれば，選挙に基づく住民の意思により解決する一方策として，地方公共

団体の長が自発的に退職し，選挙に立候補して，自らの政策の正当性につい

て住民の意思を問うことも否定されるものではないと解される。 

このように，地方公共団体の長が，自らの政策の正当性について住民の意

思を問う目的で，自発的に退職の申立てをし，当該申立てがあったことによ

り告示された選挙に立候補することは，関係法令の趣旨に照らしても許容さ

れることは明らかである。 

すなわち，地方自治法上，地方公共団体の議会の議員が辞職する場合（同

法１２６条）と異なり，地方公共団体の長は，議会の許可に係らしめること

なく，自らの意思で退職することが認められており（同法１４５条），退職
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の申立て事由を制限する規定や当該申立てにより告示された選挙において候

補者となることを制限する趣旨の規定もない。むしろ，公職選挙法２５９条

の２は，「地方公共団体の長の職の退職を申し出た者が当該退職の申立てが

あつたことにより告示された地方公共団体の長の選挙において当選人となつ

たときは」と規定しており，地方公共団体の長が自らの意思で退職した後に，

当該退職の申立てにより告示された選挙において候補者となり得ることを前

提とした規定を置いている。そして，かかる規定が制定されるに至った立法

経緯は，地方公共団体の長と議会の意見の対立が存在しているにもかかわら

ず，議会が不信任議決をしない事例等が認められたことから，地方公共団体

の長が任期の満了を待たずに退職を申し出た場合に，当該申出があったこと

により告示された選挙において候補者になることができない旨を定めていた

かつての同法８７条の２の規定を削除し（昭和３７年法律第１３３号），地

方公共団体の長が自発的に退職し，選挙に立候補することを認めることで，

住民の信を問う方策を認めたというものである（乙４，５）。こうした関係

法令の規定やその趣旨からすれば，地方公共団体の長が自発的に退職し，選

挙に立候補して，自らの政策の正当性について住民の意思を問うことが許容

されることは明らかである。 

(2)ア そうであるとすれば，Ａが推進する大阪都構想の実現について，これに

反対するＢ，Ｃ，Ｄ，Ｅの４会派が多数を占める大阪市議会との間で意見の

対立等が生じ，法定協議会の場においても，特別区の区割り案の１案への絞

り込みが，上記各会派の委員の反対により実現しないこと等から，Ａが，自

らの政策である大阪都構想を早期に実現する目的で，住民の意思を問うとし

て，大阪市長の退職を申し出て，当該申出により告示された本件選挙に立候

補したこと（甲３２ないし３５，乙２の１１，弁論の全趣旨）をもって，違

法であるということはできない。 

イ この点，原告ら及び参加人らは，市政の最終的な決定権限を有するのは
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議会であるところ，Ａが退職し，本件選挙において再選されても，大阪都構

想に反対する大阪市議会の決定権を覆すことはできないのであるから，同人

が退職し，選挙を実施することは法的には全く無意味であると主張する。し

かしながら，上記のとおり，地方公共団体の長と議会は共に民意に基礎を置

くものであって，両者の間で意見の対立等が生じたときに，地方公共団体の

長が自発的に退職し，選挙に立候補して，自らの政策の正当性について住民

の意思を問うことは，その結果を踏まえてのさらなる議論，検討等を通じて，

上記対立等を解消することを期待し得る一方策といえることからすれば，本

件選挙の前後を通じて大阪市議会の構成員に変動がないからといって，本件

選挙の実施がおよそ無意味なものとして違法ということはできない。 

このほか，原告ら及び参加人らは，Ａが，法定協議会の委員のうち，大阪

都構想に反対する委員を積極的に賛成する議員に入れ替える，また，事実と

異なる大阪都構想の宣伝を行うという違法，不当な目的をもって退職し，本

件選挙を実施させたものである旨主張するが，本件選挙の結果を踏まえて，

法定協議会の委員の入れ替えを企図することをもって，本件選挙の違法を来

すものということはできないし，大阪都構想の実現によるメリット，デメリ

ットは多様な角度からの検討がされているところであって，その評価も一律

に決することはできないことからすると，そのような大阪都構想を推進する

立場から民意を問うために本件選挙に及んだことをもって，これが違法にな

るということもできない。 

３ よって，原告ら及び参加人らの請求は，いずれも理由がないから棄却するこ

ととし，訴訟費用の負担について行政事件訴訟法７条，民事訴訟法６５条１項

本文，６１条を適用して，主文のとおり判決する。 

 

   大阪地方裁判所第７民事部 
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       裁判長裁判官    田 中 健 治 

 

 

 

 

 

          裁判官    新 宮 智 之 

 

 

 

 

 

          裁判官    坂 本 達 也 

 

 


